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研究成果の概要（和文）：生活環境要因(水、空気、感染症、衛生施設等)を住民参加型調査時空間情報と収集
し、ネパールカトマンズでも利用可能なように、項目を点検した。地域に存在するケアにデータ別に 情報通信
技術を効果的に活用することで客観 的で信頼性の高い指標をリアルタイムに近い段階で取得はできるものの、
適切な情報へのアクセスと迅速な対応が必要であり、影響を受ける地域の詳細な知識を持っている地元の住民に
よって行われることが望ましいことや、健康リスクの低減に関するタイムリーな意思決定を確実にするためのコ
ミュケーション方法や可視化の方法をより詳細に詰める必要が考えられた。また住民のリテラシーを向上させる
工夫が重要であった。

研究成果の概要（英文）：Living environment factors (water, air, infectious diseases, sanitation 
facilities, etc.) were collected with participatory survey spatio-temporal information, and the 
items were inspected so that they could be used in Kathmandu, Nepal. Although it is possible to 
obtain objective and reliable indicators in near real time through the effective use of information 
and communication technology, it is desirable that the survey be conducted by local residents who 
have detailed knowledge of the affected areas, as access to appropriate information and quick 
response are necessary. It is desirable that the information be provided by local residents who have
 detailed knowledge of the affected areas, and that the communication and visualization methods need
 to be refined to ensure timely decision-making on health risk reduction. It was also important to 
improve the literacy of residents.

研究分野： 災害看護

キーワード： ネパール　参加型モニタリング　災害
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ネパールの家族関係も希薄になりつつありとグローバル化と情報通信技術の進歩に伴い、女性の社会進出、移住
による変化、グローバル化による災害支援の考え方も急速に変化していることがわかり、本研究の災害時の基本
的な生活環境モニタリングの方法は有効と考えられた。一方、地域でのケアをより積極的行える人材の確保も必
要であること、地域社会の協力とともに、リテラシー・スキルも同時に必要であることは今後の課題である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
多様で断続的な健康危機によって、自身の健康・生命自体も脅やかされて更なる脆弱性を招いて
いることは SDGs でも重要課題となっているところである（UN2015）。  
ネパールにおいても、持続可能な平常時からの健康リスクの削減、救援活動時の迅速・適切な配
置、適切な復興が必要とされている。しかし、災害時に医療の需要と供給のバランスが崩れた状
況下では、質問票とフィジカルアセスメントを用いた情報収集を行った緊急調査や国際支援に
頼ることが難しい。 
公衆衛生や看護の視点のプライマリヘルスケアとしての生活環境整備によって健康を守ること
が、最も継続的に、否応なく状況を即座に安心安全な生活の保障に寄与し改善できるものである。 
社会の流れを見ると地域俯瞰的な生活環境要因を把握する空間情報分野をはじめとする科学技

術は看護外の分野で技術が進歩してきている。2020 年をめどに新たなグローバルアジェンダの
指標に対する個々のベースラインデータや研究データが増産されている。 
土木・地質・社会・保健等の分野を越えた横断的なデータベースや防災モデルの構築は自然科

学による量的指標による根拠が先行し、人間科学的な視点は備わりにくい。 
防災・災害対応の中で。オールハザード、Health Emergency のような包括的な対策の中で、

看護の視点から幅広く連続的にモニタリングできる指標と方法を検討することは急務である 
まず緊急事態の発生を中心に考えるのではなく、平時の人間の安全保障を軸におき、地域の連帯
感による住民の中心のアプローチが必要である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、公衆衛生看護を効果的に実施する上で必要となる生活環境要因データ（水、空
気、感染症、衛生施設等）を住民が収集し、継続した参加型モニタリングで可能とすることであ
る。 
データ別に情報通信技術を効果的に活用することで、住民の参加型のモニタリングでありなが

ら客観的で信頼性の高い指標をリアルタイムに近い段階で取得し、それらを一つに統合し分析
できるデータセットを目指した。 
事例として、災害復興期にあるネパール連邦共和国の都市部・山間部・南部災害多発地域をフ

ィールドとし、2016 年 6 月に WHO が新たに定義した” Health Emergency“（健康上の緊急
事態）が起こった際の水衛生環境の悪化と感染症の流行予防を想定して地理情報システム（GIS）
上で、インターネットを通じた地域の情報共有の補強ツールとして利用し検討した。 
この研究を通じて、データとして顕在化しにくい、地域や家庭の中での健康被害の要因となる

生活環境整備に関するデータを公衆衛生看護に活用し、自然災害等のグローバルイシューに対
応するための新たな生活環境モニタリングの在り方を考案することとした。 
 
３．研究の方法 
１）参加型生活環境モニタリング法の開発 
住民主体で網羅的に収集できるリアルタイム参加型モニタリングできる方法を開発する。

Health Emergency 時に実用可能であるように、リアルタイム性が高く、データを投稿した人・
時間・場所を特定し、分析をするための機能を持たせることとした。 
A: Web 質問票：現状・近未来を見越して、まずは基本的にスマートフォン・タブレット利用を
想定するが、必要に応じて、パソコン、電話や紙も利用し、対照とする。住民側にフィードバッ
クし、より正確にその意向ができるような仕組みも検討する。双方向性の会話やテキストデータ
の収集も試みる。また必要に応じて新たなインタラクティブデバイスの導入も検討する。 
B: 写真データ：現地の状況の把握だけでなく、写真に添付された位置情報を用いてレポーティ
ングを行った場所を取得する。 
C: 簡易環境測定キット：災害時の感染症予防のために水質や環境汚染に関する必要な簡易迅定
性キットやスマホ顕微鏡を用いて被検者の傍らで既存の検査を駆使し低価格で適時調達出来る
よう既製品で開発し、公衆衛生の観点からモニタリングの信頼性を上げる。 
D:クラウドソーシングマッピング：GPS と簡易デジタルカメラでのデータ収集システムの構築
と GIS の連携による簡易型データマッピングの方法を作成する。 
 
２）対象地域に関するケーススタディ 
１）対象地域が置かれている現状と準備状況を現地協力者と議論し、既存の観測データの収集と、
ステップ２で開発したモニタリング方法にて収集することとした。 
住民協力者と看護職の関わりを対象として、既存の情報管理の支援ツールとして利用した。ワ

ークショップを開催し、入力が行えるトレーニングを行うとともに、シナリオを用いて災害・緊
急時のデータ収集のシミュレーションを行った。 
３）地域の看護職がモニターとなり、スマートフォン・タブレットを使って住民協力者の入力デ
ータを収集し、管理記録として表出し、確認することとした。 



４．研究成果 
まず初めに、2018 年度は、ツール開発を主な目標とした。7月に西日本豪雨の被災地域におい

て、地図の利活用のベースを検討するため、生活環境に関わる施設を住民参加型調査によってス
マートフォン・タブレットからのメッセージデータ及び写真として収集することにした。実際得
られた 内容は、被害状況ではなく、その場で必要とされる情報の指南であった。避難所に貼っ
てあるポスターや役立つ口コミ情報、現場を訪問して位置情報を得た。わかりやすいアイコンと
ともに OpenStreetMap の上に可視化し、住民側にフィードバックした。位置情報については
Google Map を用いて緯度経度の整合性を確認した。また、ネパールカトマンズでも利用可能な
ように、項目を点検した。実際に水災害が起きた岡山県倉敷市を対象にリアルタイムにデータを
取得し分析対象とした。 実際の時間の流れの中での社会 実装実験として、登録公開作業の負荷、
急な情報変更の反映、手入力した名称のゆらぎなどの現実的なボトルネックが明らかとなった。 
ネパールカトマンズにおいては、看護職を対象にスマートフォン・タブレットからのメッセー

ジデータ及び写真として収集するアセスメント法のワークショップ を行い、モニタリングをお
こなうものの必要な情報リテラシーとインストラクショナルデザインの視点から必要な研修を
検討した。地域に存在するケアについて 生活環境要因(水、空気、感染症、衛生施設等)を住民
参加型調査方法によって時空間情報と収集し、データ別に 情報通信技術を効果的に活用するこ
とで客観 的で信頼性の高い指標をリアルタイムに近い段階で取得はできるものの、適切な情報
へのアクセスと迅速な対応が必要であり、影響を受ける地域の詳細な知識を 持っている地元の
住民によって行われることが望ましいことや、健康リスクの低減に関するタイムリーな意思決
定を確実にするためのコミュケーション方法や可 視化の方法をより詳細に詰める必要が考えら
れた。このプロセスにより、質の高いヘルスケアの提供が改善され、ヘルスの改善を通じてコミ
ュニティに持続可能 性がもたらされることが、聞き取りから確認された。 
世界防災フォーラムにおいてシンポジウムを行い、有識者から知見を得た。その際に、災害そ

のものやリスクだけでなく、脆弱性や健康の情報を可視化することが重要でありながら、ほとん
ど手付かずであることや、情報を収集するだけでなく、その場での危機管理や対応も併せて能力
を挙げておく必要が示唆された。 
2020 年度は、これまでの結果から、「Reference Manual」、「Facilitators Guide」、「Trainees 
Guide」を作成した。その後、定期的に、定点観測を行うため に渡航フィールドワークを行うは
ずであったが、COVID-19 パンデミックによる渡航の制限により、毎週カウンターパートに連絡
を取り、どのような生活状況かを ヒアリングした。12 月にオンラインワークショップを開催し、
これまでのモニタリング収集結果を示し、現在やこれまでの水害と本研究でのモニタリン グ方
法がどのように位置づいたかを議論した。看護師は、地域の外においても人々の健康被害や疾病
に着目していたが、災害、生活モニタリングを通して、文化、生活様式など無形の被害を間接的
に被り、その後もっと後に病気になる可能性もあることに気付ける能力を付け、積極的に予防に
関われる仕組みが必要である。災害時の健康影響基づいて、生活環境のモニタリングに関して、
平時緊急時時基本的な生活環境モニタリングとケアを提供するのは家族である。これはネパー
ルの社会的価値観の根底にある家族間の強い絆によるものである。したがって地域住民の参加
モニタリングは有効と考えられる。しかし、急速なグローバル 化と情報通信技術の進歩に伴い、
女性の社会進出、移住なども含め、親族からケアを受けられるとは限らなくなった。グローバル
化による災害支援の考え方も急 速に変化していることがわかった。結果、として、本研究のモ
ニタリングは必要で有用なものである。さらには、地域でのケアをより積極的行える人材の確保
も 必要であること、地域社会の協力とともに、セルフメディケーション、ケア、家族、コミュ
ニティ、その他の組織の関与、災害時の健康影響に関するリテラシー の準備も同時に必要であ
ると結論づけられた。 
本研究が提案する公衆衛生看護の為の生活環境モニタリングは、人間集団における疾病の特性

（発症頻度、分布、関連情報）を人、場所、時間の３要素を正確に観察・記述し、仮説設定の基
を考えることである。フレキシブルで測定しにくいデータも事前に観察、データ化し、地域の施
策のためのオープンデータとして備えることも有効ではないかと考えられた。 
生活必要情報を住民から発信することはラストワンマイルの解決として開発技術の実装ではな

く、ファーストワンマイルの即座の課題解決と具体的な方法としてイノベーティブな方法が開
発されたとして幾つかの表彰を受けた。 
クラウドサービス、モバイル端末などを統合し、現地での研究基盤を築いてきた健康危機管理・

生活環境安全・衛星データ解析・地理空間情報の研究者グループが連携することの重要性、議論
する場も重要であると考えられた。本研究チームを中心とし、当事者となる住民との共同設計
（Co-design）の仕組みで、防災や健康からさらに広がる領域の人々を巻きこみ、人々にとって
一貫性のもてる研究を行ったこと、本研究の成果は、グローバルアジェンダの目標に挙げられる
指標や、早期警戒及び災害リスク情報へのアクセスに直接はたらきかけ、アクションに向けての
提言の根拠にも活用できる。 
WHO の Health Emergency and Disaster Risk Management をいち早く鑑み、今後の科学の進歩

を見据えて、現在の技術による実装そのものを目指すのではなく、今後必要な ICT 基盤とオープ
ンデータとしての利活用の国際的な行動規範に資するものとして著書を出版する予定である。 
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